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1． 概　　　　況

(1)　総　括　事　項

ア

イ

ウ

(2)　議会議決事項

（平成28年３月29日）

1.　平成28年度大阪市港営事業会計予算

　平成28年５月25日

1.　大阪市咲洲コスモスクエア地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例等の一部を改正する条例

2.　大阪港臨港地区の分区における構築物の規制に関する条例の一部を改正する条例

　平成28年９月16日

1.　平成27年度大阪市港営事業会計予算繰越報告について

2.　平成27年度決算に基づく大阪市各会計資金不足比率の報告について

　平成28年10月４日

1.　大阪府及び大阪市の港湾及び海岸の管理に係る連携協約の締結に関する協議について

2.　大阪港臨港地区の分区における構築物の規制に関する条例の一部を改正する条例

　平成28年10月19日

1.　平成27年度大阪市港営事業会計決算報告について

し、総合的かつ合理的な港湾荷役能力を確保するとともに国際貿易港としての機能の充実を図り、本市の発展と

本市の港湾施設提供事業は、岸壁などの港湾の基本施設の整備に合わせ、荷役機械等の荷さばき施設を整備

図っていく所存であります。

今後、港湾機能の充実や土地利用の促進に一層努めるとともに、事業運営の効率化を推進し、経営の健全化を

1,589億4,175万8,901円となりました。

ます。これに、前年度からの繰越欠損金 億 万 円と合わせますと、当年度末での未処理欠損金は

この結果、両事業合わせた港営事業会計の経営収支につきましては、 億 万 円の利益となっており

となっております。

により、収益 億 万 円に対し、費用が 億 万 円となり、差引 億 万 円の利益

本年度の経営収支につきましては、咲洲地区、鶴浜地区において、土地売却収益が原価を上回ったことなど

は、6件6万9千㎡の売却契約を締結いたしました。

平成 年度は、夢洲地区の埋立を実施するなど、事業の進捗に努めました。また、土地の売却につきまして

を下支えする国際物流拠点の強化をめざし、臨海部の整備を推進してまいりました。

平成28年度大阪市港営事業報告書

平成 年度は、既存埠頭の再編を実施するなど、施設の拡充に努めるとともに、荷さばき地の整備工事等を

市民生活の向上に寄与すべく努めてまいりました。

な流通機能の実現を図るとともに、関西が強みをもつ環境・エネルギー産業の生産拠点の集積と、こうした産業

大阪港埋立事業といたしましては、臨海部としての特性を活かしながら、大阪都市圏の物流拠点として総合的

差引6,214万4,021円の欠損となっております。

に伴う過年度損益の修正などにより、収益 億 万 円に対し、費用は 億 万 円となり、

本年度の経営収支につきましては、荷さばき地の稼働率低下に伴う使用料収益の減少や固定資産台帳の整理

実施しました。
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　平成28年12月13日

1.　大阪港スポーツアイランド施設条例を廃止する等の条例

2.　指定管理者の指定について（港湾労働者休憩所）

　平成29年２月24日

1.　大阪市港湾施設条例の一部を改正する条例

　平成29年３月28日

1.　平成29年度大阪市港営事業会計予算

2.　大阪市財産条例等の一部を改正する条例

3.　大阪市港営事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

(3)　行政官庁認可事項

(4)　職員に関する事項

1.　平成29年３月末日における職員の在籍人員は92名で、すべて損益勘定所属人員であります。

平成年月日 平成年月日大 阪 港 港 湾
管 理 者 大 阪 市

大阪港内第８区（北港南地区52免許2工区-5）公有水面埋立
に係る竣功について

認可

申請年月日 あ　て　名 件　　　　　　　　　　　　　　　　名
免許、認可又
は許可年月日

指 令 の
要　  領

〃〃 〃
大阪港内第８区（北港南地区56免許2工区-5）公有水面埋立
に係る竣功について

〃
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2． 工　　　　事

(1)　建設改良工事

円

埠頭用地の大阪港埋立事業からの購入等

SOLAS設備更新に伴う設計

工具・器具買入等

埋立等

水道管敷設

下水道施設移管費用

設備改良等

(注)　決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

(2)　主な保存工事

円

上屋、荷さばき地等の補修塗装、電気設
備等の補修

(注)　決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

重量物吊上げ用多目的クレーン１基の補
修等

一 式 集客施設等の補修

一 式

一 式

備 考

一 式

一 式

一 式

数 量 決 算 額

一 式

種 別 数 量 決 算 額 備 考

上 水 道

下 水 道

そ の 他

荷 役 機 械 補 修 工 事

上 屋 倉 庫 補 修 工 事

一 般 管 理 費

港 湾 施 設 提 供 事 業

ガントリークレーン制御盤更新

既 存 埠 頭 の 再 編

港 湾 施 設 維 持 補 修

そ の 他

大 阪 港 埋 立 事 業

埋 立 事 業

関 連 事 業

夢 洲

計

種 別

港 湾 施 設 提 供 事 業

大 阪 港 埋 立 事 業
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(2)　事業収入に関する事項

％ 円

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

(3)　事業費に関する事項

％ 円

△

△

△

△

△

区 分 本 年 度 前 年 度 差 引 増 △ 減

円 円 ％

営 業 収 益

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

引 当 金 戻 入

荷 役 機 械 収 益

上 屋 倉 庫 収 益

雑 収 益

特 別 利 益

大 阪 港 埋 立 事 業 収 益

土 地 売 却 収 益

土 地 賃 貸 料 収 益

特 別 利 益

雑 収 益

計

区 分 本 年 度 前 年 度 差 引 増 △ 減

円 円 ％
港湾施設提供事業費用

営 業 費 用

経 費

人 件 費

営 業 外 費 用

特 別 損 失

営 業 外 費 用

特 別 損 失

大 阪 港 埋 立 事 業 費 用

営 業 費 用

港湾施設提供事業収益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 収 益

営 業 外 収 益

計

3． 業　　　　務

(1)　業　 務　 量

△ △

△ △

荷
さ
ば

き
　
地

△ △

施 設 数

面 積

施 設 数

面 積

面 積

備　　　　考
増　△　減 比　　　率

荷
役
機
械

一
　
　
般

2基 2基 0基 

区　　　　　　分 本　年　度 前　年　度
差　　　　　　　引

％
年度末現在

837時間 777時間 60時間 

施 設 数

稼 働 時 間

上

屋

倉

庫

上
　
　
屋

81棟 81棟

附
設
事
務
所

48ヵ所 49ヵ所 

年度末現在

240,337㎡ 240,337㎡ 0㎡ 〃

0棟 

1ヵ所 〃

13,699㎡ 13,861㎡ 162㎡ 〃

〃

貯
炭
場

4,902㎡ 4,902㎡ 0㎡ 〃

966,330㎡ 983,041㎡ 16,711㎡ 面 積
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(2)　事業収入に関する事項

％ 円

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

(3)　事業費に関する事項

％ 円

△

△

△

△

△

区 分 本 年 度 前 年 度 差 引 増 △ 減

円 円 ％

営 業 収 益

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

引 当 金 戻 入

荷 役 機 械 収 益

上 屋 倉 庫 収 益

雑 収 益

特 別 利 益

大 阪 港 埋 立 事 業 収 益

土 地 売 却 収 益

土 地 賃 貸 料 収 益

特 別 利 益

雑 収 益

計

区 分 本 年 度 前 年 度 差 引 増 △ 減

円 円 ％
港湾施設提供事業費用

営 業 費 用

経 費

人 件 費

営 業 外 費 用

特 別 損 失

営 業 外 費 用

特 別 損 失

大 阪 港 埋 立 事 業 費 用

営 業 費 用

港湾施設提供事業収益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 収 益

営 業 外 収 益

計
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Ⅰ 港湾施設提供事業

1． 円

円

2．

円

3．

4．

5．

6．

△

過 年 度 損 益
修 正 損

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

繰 延 勘 定 償 却

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

その他特別損失

当 年 度 純 損 失

過 年 度 損 益
修 正 益

平成28年度大阪市港営事業損益計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

特 別 損 失

固定資産売却損

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

長期前受金戻入

営 業 費 用

荷役機械運営費

上屋倉庫運営費

減 価 償 却 費

営 業 収 益

荷 役 機 械 収 益

上 屋 倉 庫 収 益

4．　会　　　　　　計

(1)　企業債及び一時借入金の概況

1． 企　 業　 債

円 円 円 円

(注)　当年度発行額及び当年度償還額の上段（　）書きは、企業債の借替額を含まない。

2． 一時借入金

 な　　し

5． そ　 の　 他

(1)　一般会計補助金の使途について

行っている 円のうち、 円は元金相当分であり、事業の経常的な活動ではありません

が、営業外費用に計上しております。

平成 年度に、株式会社大阪ワールドトレードセンタービルディングにかかる特定調停に基づく損失補償金の

支払いを、港営事業会計の特別損失に計上しました。その際当該財源として、制度上の制約があることから一般

会計において 円の第三セクター等改革推進債を発行し、港営事業会計が同額を一般会計からの繰

入金として特別利益に計上しました。そのことによって、一般会計において元金の償還及び利息の支払いを行う

ことに対して、本来負担すべき港営事業会計から一般会計に繰出しを行っております。平成 年度に繰出しを

（一時借入金限度額 20,000,000,000円)

独 立 行 政 法 人
郵便貯金・簡易生命保険
管 理 機 構 借 入 金

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

そ の 他 借 入 金

財 務 省 借 入 金

種 類 前年度末残高 当年度発行額 当年度償還額 当年度末残高

証 券 発 行 債

建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債
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Ⅰ 港湾施設提供事業

1． 円

円

2．

円

3．

4．

5．

6．

△

過 年 度 損 益
修 正 損

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

繰 延 勘 定 償 却

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

その他特別損失

当 年 度 純 損 失

過 年 度 損 益
修 正 益

平成28年度大阪市港営事業損益計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

特 別 損 失

固定資産売却損

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

長期前受金戻入

営 業 費 用

荷役機械運営費

上屋倉庫運営費

減 価 償 却 費

営 業 収 益

荷 役 機 械 収 益

上 屋 倉 庫 収 益
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Ⅱ 大阪港埋立事業

1． 円

円

2．

円

3．

4．

△

5．

6．

△

（注）1．港湾施設提供事業の上屋倉庫運営費には、大阪港埋立事業への土地賃借料2,519,678,777円を含む。

　　　2．大阪港埋立事業の土地賃貸料収益には、港湾施設提供事業からの土地賃貸料収益2,519,678,777円を含む。

当年度未処理欠損金

雑 収 益

当 年 度 純 利 益

港 営 事 業
当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

その他特別損失

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

繰 延 勘 定 償 却

一般会計繰出金

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益
修 正 益

特 別 損 失

一 般 管 理 費

過 年 度 損 益
修 正 損

減 価 償 却 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

引 当 金 戻 入

長期前受金戻入

土地賃貸料収益

営 業 費 用

土 地 売 却 原 価

土 地 売 却 収 益

営 業 収 益
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平　成　28　年　度　大　阪　市　港　営 

　（平成28年４月１日から

再 評 価
積 立 金

受 贈 財 産
評 価 額

国庫補助金

円 円 円 円

当 年 度 末 残 高

資　本　金
資 本 剰 余 金

剰 余 金

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

処 分 後 残 高

当 年 度 変 動 額

当 年 度 純 利 益
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 事　業　剰　余　金　計　算　書

平成29年３月31日まで）

工事負担金
その他資本
剰　余　金

資本剰余金
合　　　計

未 処 理
欠 損 金

利 益 剰 余 金
合 計

円 円 円 円 円 円
△ △

（繰越欠損金）

△ △

（当年度未処理欠損金）

△ △

資　本　合　計
利 益 剰 余 金資 本 剰 余 金

剰 余 金
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円 円 円

△

議会の議決による処分額

        （繰越欠損金）

△処 分 後 残 高

平成28年度大阪市港営事業欠損金処理計算書

資　　　本　　　金 資　本　剰　余　金
未　　　処　　　理
欠　　　損　　　金

当 年 度 末 残 高
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円

円

△

△

△

△

△

△

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 築 物

平成28年度大阪市港営事業貸借対照表
（平成29年３月31日）

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

ヘ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

ト 工具､器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 船 舶

イ ソ フ ト ウ ェ ア

ロ リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

チ 建 設 仮 勘 定
円

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ロ 出 資 金

ハ 土 地 年 賦 未 収 金

ハ その他無形固定資産

無 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

イ 基 金

投資その他の資産合計
円

固 定 資 産 合 計

未 成 土 地

土 地 造 成 勘 定 合 計

ニ そ の 他 投 資

土 地 造 成 勘 定

完 成 土 地
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円

円

△

流 動 負 債 合 計

前 受 金

引 当 金

預 り 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

繰延年賦売却損益

長 期 未 払 金

資 産 合 計

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

固 定 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

円

流 動 資 産 合 計

繰 延 勘 定

企 業 債 発 行 差 金

繰 延 勘 定 合 計

前 払 費 用

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金
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円

△

円

△

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

ロ 受 贈 財 産 評 価 額

ハ 国 庫 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　　　　本　　　　　　の　　　　　　部

資 本 金

剰余金（欠損金）

資 本 剰 余 金

円

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

欠 損 金

イ 当年度未処理欠損金

ニ 工 事 負 担 金

ホ その他資本剰余金

イ 再 評 価 積 立 金
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節 備         考

港 湾 施 設
提供事業収益

円

営 業 収 益

荷 役 機 械 収 益

使 用 料

そ の 他 収 益

上 屋 倉 庫 収 益

使 用 料

そ の 他 収 益

営 業 外 収 益

長期前受金戻入

長期前受金戻入

雑 収 益

土 地 賃 貸 料

そ の 他 雑 収 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益
修 正 益

大 阪 港 埋 立
事 業 収 益

営 業 収 益

土 地 売 却 収 益

土 地 売 却 収 益

土地賃貸料収益

土地賃貸料収益

営 業 外 収 益

受 取 利 息
及 び 配 当 金

預 金 利 息

貸 付 金 利 息

収　益　費　用　明　細　書

　収       益

款 項 目 金         額

　短期貸付金の増減額（△は増加）

　その他特別損失

　賞与引当金の増減額（△は減少）

△

平成28年度大阪市港営事業キャッシュ・フロー計算書
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー 円

　当年度純利益

　減価償却費

　繰延勘定償却

　有形固定資産除却費

　過年度損益修正損

　退職給付引当金の増減額（△は減少）

△

　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　長期前受金戻入額 △

　土地年賦未収金の増減額（△は増加） △

　過年度損益修正益 △

　支払利息

　有形固定資産売却損益（△は益）

　受取利息及び受取配当金

　繰延年賦売却損益の増減額（△は減少）

△

　未払金の増減額（△は減少）

　土地造成勘定の増減額（△は増加）

　未収金の増減額（△は増加）

△

△

　預り金の増減額（△は減少）

　投資その他の資産の取得による支出

　利息の支払額 △

　業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出

△　その他

　小計

　利息及び配当金の受取額

　有形固定資産の売却による収入

△

　投資活動によるキャッシュ・フロー

　基金からの繰入れによる収入

　基金への繰出しによる支出 △

　長期貸付金の返還による収入

　その他

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △

財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

資金期末残高

　財務活動によるキャッシュ・フロー △

資金増加額（又は減少額） △

資金期首残高

△

△
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節 備         考

港 湾 施 設
提供事業収益

円

営 業 収 益

荷 役 機 械 収 益

使 用 料

そ の 他 収 益

上 屋 倉 庫 収 益

使 用 料

そ の 他 収 益

営 業 外 収 益

長期前受金戻入

長期前受金戻入

雑 収 益

土 地 賃 貸 料

そ の 他 雑 収 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益
修 正 益

大 阪 港 埋 立
事 業 収 益

営 業 収 益

土 地 売 却 収 益

土 地 売 却 収 益

土地賃貸料収益

土地賃貸料収益

営 業 外 収 益

受 取 利 息
及 び 配 当 金

預 金 利 息

貸 付 金 利 息

収　益　費　用　明　細　書

　収       益

款 項 目 金         額
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節 備         考款 項 目 金         額

長期前受金戻入
円

長期前受金戻入

引 当 金 戻 入

貸 倒 引 当 金

退職給付引当金

雑 収 益

分 納 利 息

不用品売却収益

基 金 繰 入 金

そ の 他 雑 収 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益
修 正 益

　　　     収　　　　　　益　　　　　　合　　　　　　計

節 備　　　　　考

港 湾 施 設
提供事業費用

円

営 業 費 用

荷役機械運営費

報 酬

給 料

手 当

共 済 費

報 償 費

旅 費

備 消 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

動 力 費

修 繕 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

原 材 料 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

賞与引当金繰入額

上屋倉庫運営費

報 酬

給 料

手 当

共 済 費

報 償 費

旅 費

備 消 品 費

燃 料 費

金　　　　　額

　費       用

款 項 目
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節 備　　　　　考

港 湾 施 設
提供事業費用

円

営 業 費 用

荷役機械運営費

報 酬

給 料

手 当

共 済 費

報 償 費

旅 費

備 消 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

動 力 費

修 繕 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

原 材 料 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

賞与引当金繰入額

上屋倉庫運営費

報 酬

給 料

手 当

共 済 費

報 償 費

旅 費

備 消 品 費

燃 料 費

金　　　　　額

　費       用

款 項 目
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

食 糧 費
円

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

修 繕 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

原 材 料 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

公 課 費

退 職 給 付 費

賞与引当金繰入額

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

固定資産除却費

営 業 外 費 用

支払利息及び
企業債取扱諸費

企 業 債 利 息

企 業 債 手 数 料
及 び 取 扱 費

繰延勘定償却

企 業 債 発 行
差 金 償 却

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

固定資産売却損

過 年 度 損 益
修 正 損

その他特別損失

節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

大 阪 港 埋 立
事 業 費 用

円

営 業 費 用

土地売却原価

南 港 地 区 土 地

鶴 浜 地 区 土 地

一 般 管 理 費

報 酬

給 料

手 当

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

備 消 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

修 繕 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

公 課 費

還 付 金

賞与引当金繰入額

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

食 糧 費
円

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

修 繕 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

原 材 料 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

公 課 費

退 職 給 付 費

賞与引当金繰入額

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

固定資産除却費

営 業 外 費 用

支払利息及び
企業債取扱諸費

企 業 債 利 息

企 業 債 手 数 料
及 び 取 扱 費

繰延勘定償却

企 業 債 発 行
差 金 償 却

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

固定資産売却損

過 年 度 損 益
修 正 損

その他特別損失

節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

大 阪 港 埋 立
事 業 費 用

円

営 業 費 用

土地売却原価

南 港 地 区 土 地

鶴 浜 地 区 土 地

一 般 管 理 費

報 酬

給 料

手 当

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

備 消 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

修 繕 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

公 課 費

還 付 金

賞与引当金繰入額

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

営 業 外 費 用
円

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

企 業 債 利 息

企 業 債 手 数 料
及 び 取 扱 費

繰 延 勘 定 償 却

企 業 債 発 行
差 金 償 却

一般会計繰出金

一般会計繰出金

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

過 年 度 損 益
修 正 損

その他特別損失

　　　     費　　　　　　用　　　　　　合　　　　　　計



節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

営 業 外 費 用
円

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

企 業 債 利 息

企 業 債 手 数 料
及 び 取 扱 費

繰 延 勘 定 償 却

企 業 債 発 行
差 金 償 却

一般会計繰出金

一般会計繰出金

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

過 年 度 損 益
修 正 損

その他特別損失

　　　     費　　　　　　用　　　　　　合　　　　　　計
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　　明　　　　細　　　　書

累 計

円 円 円 円

増　加　額 減　少　額
土地造成勘定から振替 除　　　却
一般会計からの修正

増　加　額 減　少　額
科目の振替 除　　　却

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却

科目の振替

減　少　額
除　　　却

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却
購　　　入

増　加　額 減　少　額
建　設　改　良 構築物へ振替

機械及び装置へ振替
工具、器具及び備品へ振替

減　少　額
除　　　却

－

減 価 償 却 累 計 額 年 度 末
償却未済高

備 考

－

固　　　　定　　　　資　　　　産　　

(1)　有形固定資産

当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

船 舶

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高
減 価 償 却 累 計 額

－ －

合 計

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具
及 び 備 品

建 設 仮 勘 定

そ の 他 有 形
固 定 資 産

－ －
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　　明　　　　細　　　　書

累 計

円 円 円 円

増　加　額 減　少　額
土地造成勘定から振替 除　　　却
一般会計からの修正

増　加　額 減　少　額
科目の振替 除　　　却

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却

科目の振替

減　少　額
除　　　却

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　　却
購　　　入

増　加　額 減　少　額
建　設　改　良 構築物へ振替

機械及び装置へ振替
工具、器具及び備品へ振替

減　少　額
除　　　却

－

減 価 償 却 累 計 額 年 度 末
償却未済高

備 考

－

固　　　　定　　　　資　　　　産　　

(1)　有形固定資産

当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

船 舶

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高
減 価 償 却 累 計 額

－ －

合 計

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具
及 び 備 品

建 設 仮 勘 定

そ の 他 有 形
固 定 資 産

－ －
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(2)　無形固定資産

(3)　投資その他の資産

資 産 の 種 類 年 度 当 初 現 在 高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 当年度減価償却高

円 円 円 円

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

その他無形固定資産

合 計

年 度 当 初 現 在 高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額

円 円

資 産 の 種 類

基 金
円

そ の 他 投 資

合 計

大 阪 港 振 興 基 金

出 資 金

長 期 貸 付 金

土 地 年 賦 未 収 金
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円

減　少　額
除　　　却

円

増　加　額
資産計上

減　少　額
除　　　却

円 円

増　加　額 減　少　額
運用益の積立 運用益の取崩

減　少　額
(株)大阪港トランスポート
システム貸付金返還金

増　加　額 減　少　額
土地の割賦販売にかかる 土地の割賦販売にかかる
未収金 未収金の収入

増　加　額
ATC駐車場敷金

備 考

円

年 度 末 現 在 高

備 考年 度 末 現 在 高

円
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

第 回

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

第 回

第 回

〃

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

第 回

〃

第 回

〃

第 回

〃

〃

〃

〃

公 募 公 債

〃

〃

〃

〃 〃〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃

〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃 〃

公 募 地 方 債

〃

〃

第 １ 回
〃

〃
〃

第 ４ 回

〃

〃

〃
第 ８ 回

〃
〃

〃

平成 年度

〃

〃

〃
〃

〃

共同発行市場

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃 〃

〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃

〃

〃

〃
第 ６ 回

公 募 公 債

第 ２ 回

公 募 地 方 債

〃

〃
〃

〃

〃 〃 〃
〃

〃 〃 〃
〃

〃

〃

〃

〃 〃

公 募 公 債
〃

〃

〃 〃 〃
〃

第 ２ 回平成 年度

〃

〃
〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃 〃 〃
〃

公 募 地 方 債

〃
〃

〃

共同発行市場

〃

〃

〃

〃

平成 年度

共同発行市場

〃

〃

〃

平成 年度

共同発行市場

〃

〃

〃

〃
公 募 地 方 債

〃

〃

 (資本費平準化債)

1． 建設改良等の財源に充てるための企業債

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

 償還高のうち

第 回  2,900,000,000円は

 第157回共同発行

 市場公募地方債に借替

第 回

 償還高のうち

 1,600,000,000円は

 第165回共同発行

 市場公募地方債に借替

 償還高のうち

 9,000,000円は

 第165回共同発行

 市場公募地方債に

 571,000,000円は

 第168回共同発行

 市場公募地方債に借替

 償還高のうち

 160,000,000円は

 第168回共同発行

 市場公募地方債に借替

 償還高のうち

 1,765,000,000円は

 第８回公募公債に

 1,110,000,000円は

 第168回共同発行

 市場公募地方債に借替

第 回

第 回

第 回

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

公 募 地 方 債

第 ２ 回
公 募 公 債

公 募 地 方 債

〃

〃

公 募 地 方 債

公 募 公 債
第 回

〃

公 募 公 債
第 回

公 募 地 方 債
第 ４ 回

公 募 公 債

第 ７ 回
公 募 公 債

第 ９ 回

〃

〃

〃 〃〃 〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃

〃

〃 〃

公 募 地 方 債

〃

〃 〃 〃
〃

〃 〃 〃
〃

〃
〃

〃
公 募 地 方 債

〃

〃 〃 〃
〃

共同発行市場

〃

〃
〃

〃

〃
第 ９ 回平成 年度

〃

平成 年度

〃 〃
公 募 公 債

〃
〃

第 ６ 回 年

第 ７ 回

共同発行市場

〃

平成 年度

〃

第 ２ 回 年
〃

公 募 地 方 債

〃 〃 〃
〃

〃
〃

〃

共同発行市場

平成 年度

共同発行市場

平成 年度

〃

共同発行市場

〃

平成 年度

共同発行市場

〃

〃

〃
第 回

〃 〃
〃

第 回

備 考

証 券 発 行 債

企      業      債      明      細      書

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

〃

共同発行市場

平成 年度

〃

〃

〃 〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

第 回

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

第 回

第 回

〃

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

第 回

〃

第 回

〃

第 回

〃

〃

〃

〃

公 募 公 債

〃

〃

〃

〃 〃〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃

〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃 〃

公 募 地 方 債

〃

〃

第 １ 回
〃

〃
〃

第 ４ 回

〃

〃

〃
第 ８ 回

〃
〃

〃

平成 年度

〃

〃

〃
〃

〃

共同発行市場

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃 〃

〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃

〃

〃

〃
第 ６ 回

公 募 公 債

第 ２ 回

公 募 地 方 債

〃

〃
〃

〃

〃 〃 〃
〃

〃 〃 〃
〃

〃

〃

〃

〃 〃

公 募 公 債
〃

〃

〃 〃 〃
〃

第 ２ 回平成 年度

〃

〃
〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃 〃 〃
〃

公 募 地 方 債

〃
〃

〃

共同発行市場

〃

〃

〃

〃

平成 年度

共同発行市場

〃

〃

〃

平成 年度

共同発行市場

〃

〃

〃

〃
公 募 地 方 債

〃

〃

 (資本費平準化債)
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

第 回

〃

〃

〃

第 回

〃

〃

第 回

〃

〃

〃

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

〃

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

共同発行市場

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

共同発行市場
公 募 地 方 債

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃
〃

〃 〃 〃
〃

〃

〃

〃 〃

〃 〃 〃
〃

〃 〃 〃
〃

〃

〃

第 ８ 回
公 募 公 債

〃

第 ８ 回
公 募 公 債

〃
 18年度第11回公募
 公債の借替債

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃
 第37回共同発行市場
 公募地方債の借替債

〃

〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃 〃

〃

〃 〃 〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃  (資本費平準化債)

〃 〃 〃
 18年度第13回公募
 公債の借替債

〃 〃
 第37回共同発行市場
 公募地方債の借替債

〃

〃 〃
 18年度第14回公募
 公債の借替債

〃

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

公 募 地 方 債

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃〃〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃〃〃

〃

〃
〃〃〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃〃〃

〃〃〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃
 18年度第14回公募
 公債の借替債

〃

公 募 地 方 債
第 回共同発行市場

〃

〃

〃

〃

〃

 18年度第13回公募
 公債の借替債

〃 〃

〃

〃

〃

〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債〃

〃

〃
〃

〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債〃

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債〃

〃

〃
〃

〃

〃 〃 〃  　　 〃
〃

〃 〃 〃  28年度新規債
〃

〃

〃
〃

〃

〃 〃 〃  　　 〃
〃

〃 〃 〃  　　 〃
〃

〃

〃
〃

〃

財政融資資金借入金

財 務 省 借 入 金

財 務 省

〃 〃 〃
 28年度新規債
（資本費平準化債）〃

〃 〃 〃  　　 〃
〃

〃

〃
〃

〃

第 回

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃

〃 〃 〃
 18年度第14回公募
 公債の借替債

〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃第 回

〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

第 回

〃

〃

〃

第 回

〃

〃

第 回

〃

〃

〃

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

〃

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

共同発行市場

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

共同発行市場
公 募 地 方 債

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃
〃

〃 〃 〃
〃

〃

〃

〃 〃

〃 〃 〃
〃

〃 〃 〃
〃

〃

〃

第 ８ 回
公 募 公 債

〃

第 ８ 回
公 募 公 債

〃
 18年度第11回公募
 公債の借替債

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃
 第37回共同発行市場
 公募地方債の借替債

〃

〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃 〃

〃

〃 〃 〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃  (資本費平準化債)

〃 〃 〃
 18年度第13回公募
 公債の借替債

〃 〃
 第37回共同発行市場
 公募地方債の借替債

〃

〃 〃
 18年度第14回公募
 公債の借替債

〃

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

公 募 地 方 債

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃〃〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃〃〃

〃

〃
〃〃〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃〃〃

〃〃〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃
 18年度第14回公募
 公債の借替債

〃

公 募 地 方 債
第 回共同発行市場

〃

〃

〃

〃

〃

 18年度第13回公募
 公債の借替債

〃 〃

〃

〃

〃

〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債〃

〃

〃
〃

〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債〃

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債〃

〃

〃
〃

〃

〃 〃 〃  　　 〃
〃

〃 〃 〃  28年度新規債
〃

〃

〃
〃

〃

〃 〃 〃  　　 〃
〃

〃 〃 〃  　　 〃
〃

〃

〃
〃

〃

財政融資資金借入金

財 務 省 借 入 金

財 務 省

〃 〃 〃
 28年度新規債
（資本費平準化債）〃

〃 〃 〃  　　 〃
〃

〃

〃
〃

〃

第 回

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃

〃 〃 〃
 18年度第14回公募
 公債の借替債

〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃 〃

〃 〃 〃
 18年度第15回
 公債の借替債

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃第 回

〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

 償還高のうち

 1,067,000,000円は

 第168回共同発行

 市場公募地方債に借替

 償還高のうち

 542,000,000円

 は第168回共同発行

 市場公募地方債に借替

 償還高のうち

 68,000,000円

 は第168回共同発行

 市場公募地方債に借替

〃

〃

〃

〃

〃

〃

 (資本費平準化債)

 (資本費平準化債)

〃

〃 〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃

第 １ 回
銀 行 等 引 受 債

〃
〃

〃
〃

〃
〃

平成 年度

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

〃
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 ９ 回
〃

第 回
〃

〃
〃

第 ８ 回
公 債

そ の 他 借 入 金

〃
第 ４ 回

〃

第 回
〃

第 ４ 回

平成 年度

平成 年度

第 回
〃

〃

〃

第 ４ 回
〃

〃 〃

第 回
〃

〃 〃

第 ４ 回
〃

第 回
〃

〃

平成 年度

平成 年度

第 回
〃

第 回
〃

〃

第 回
〃

平成 年度

平成 年度

平成 年度

第 回
〃

〃 〃

〃 〃

第 回
〃

第 回
〃

〃

〃
第 回

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

第 回
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金
平成 年度

平成 年度

平成 年度

〃

平成 年度

〃

平成 年度

〃

〃

平成 年度

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

〃

保 険 資 産 借 入 金

〃

独立 行政 法人 郵便
貯金・簡易生命保険
管 理 機 構 借 入 金

〃

〃

〃

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

財 務 省

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

簡 易 生 命

第 回

財政融資資金借入金

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃

〃

〃 〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃〃〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

 償還高のうち

 1,067,000,000円は

 第168回共同発行

 市場公募地方債に借替

 償還高のうち

 542,000,000円

 は第168回共同発行

 市場公募地方債に借替

 償還高のうち

 68,000,000円

 は第168回共同発行

 市場公募地方債に借替

〃

〃

〃

〃

〃

〃

 (資本費平準化債)

 (資本費平準化債)

〃

〃 〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃

第 １ 回
銀 行 等 引 受 債

〃
〃

〃
〃

〃
〃

平成 年度

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

〃
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 ９ 回
〃

第 回
〃

〃
〃

第 ８ 回
公 債

そ の 他 借 入 金

〃
第 ４ 回

〃

第 回
〃

第 ４ 回

平成 年度

平成 年度

第 回
〃

〃

〃

第 ４ 回
〃

〃 〃

第 回
〃

〃 〃

第 ４ 回
〃

第 回
〃

〃

平成 年度

平成 年度

第 回
〃

第 回
〃

〃

第 回
〃

平成 年度

平成 年度

平成 年度

第 回
〃

〃 〃

〃 〃

第 回
〃

第 回
〃

〃

〃
第 回

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

第 回
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金
平成 年度

平成 年度

平成 年度

〃

平成 年度

〃

平成 年度

〃

〃

平成 年度

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

 (資本費平準化債)〃 〃
〃

〃
〃

第 １ 回
銀 行 等 引 受 債

 計

平成 年度

〃

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

〃

平成 年度

〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃

平成 年度

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃

第 ９ 回
銀 行 等 引 受 債

第 ２ 回

平成 年度

平成 年度

〃

〃

〃
第 ３ 回〃

〃 〃

〃 〃
〃

〃

〃

〃
第 ４ 回

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

 (資本費平準化債)

第 １ 回

第 ３ 回
〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃

第 ９ 回

第 ６ 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 ７ 回
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 １ 回

第 ３ 回
〃

〃

〃

〃

〃

第 １ 回
〃

〃
〃

〃

〃
〃

〃

〃 〃  (資本費平準化債)

 (資本費平準化債)

〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃  (資本費平準化債)

〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃  (資本費平準化債)

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

 (資本費平準化債)〃 〃
〃

〃
〃

第 １ 回
銀 行 等 引 受 債

 計

平成 年度

〃

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

備 考種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利率
償 還
終 期

〃

平成 年度

〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃

平成 年度

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃

第 ９ 回
銀 行 等 引 受 債

第 ２ 回

平成 年度

平成 年度

〃

〃

〃
第 ３ 回〃

〃 〃

〃 〃
〃

〃

〃

〃
第 ４ 回

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

 (資本費平準化債)

第 １ 回

第 ３ 回
〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃

第 ９ 回

第 ６ 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 ７ 回
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 １ 回

第 ３ 回
〃

〃

〃

〃

〃

第 １ 回
〃

〃
〃

〃

〃
〃

〃

〃 〃  (資本費平準化債)

 (資本費平準化債)

〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃  (資本費平準化債)

〃 〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃  (資本費平準化債)

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃
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 営　事　業　決　算　報　告　書

円 円 円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円
うち仮受消費税
及び地方消費税

円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円
うち仮受消費税
及び地方消費税

円

円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円
うち仮払消費税
及び地方消費税

円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円
うち仮払消費税
及び地方消費税

円

予 算 額 地方公営企業

△ 755,143,959

不　用　額

る繰越額　　　

備　　　  　考

△ 518,256,347

による繰越額

小　　　計 26条第２項の規定 合　　　計 項の規定によ

法第 条第２

備　　　　　　　　　考
合　　　　　　計

△

△

予 算 額

決　　　算　　　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

△

地方公営企業法第
決　算　額

△ 148,370,460

△ 348,557,883

平　成　28　年　度　大　阪　市　港 

(1)　収益的収入及び支出

　収       入

円 円 円

　支       出

円 円 円 円 円

(注)　営業外費用には、消費税及び地方消費税納付額を含む。

第２款 大阪港埋立事業費用

第１款 港湾施設提供事業費用

第１款 港湾施設提供事業収益

第２款 大阪港埋立事業収益

合　　　　　　　　計

第２項

第３項

営 業 収 益

第１項 営 業 収 益

特 別 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

区                   分

予 算 額

地方公営企業法第

合　　　　　　　　計

第１項 営 業 費 用

第２項

による支出額

当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額 24条第３項の規定

地方公営企業法第 条

当　初　予　算　額 補　正　予　算　額 第３項の規定による支

第１項

出額に係る財源充当額

区                   分

第２項 営 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益

予 算 額

第３項 特 別 損 失

第４項 予 備 費

第１項

第２項

第３項

第４項

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

特 別 損 失
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 営　事　業　決　算　報　告　書

円 円 円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円
うち仮受消費税
及び地方消費税

円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円
うち仮受消費税
及び地方消費税

円

円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円
うち仮払消費税
及び地方消費税

円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円
うち仮払消費税
及び地方消費税

円

予 算 額 地方公営企業

△ 755,143,959

不　用　額

る繰越額　　　

備　　　  　考

△ 518,256,347

による繰越額

小　　　計 26条第２項の規定 合　　　計 項の規定によ

法第 条第２

備　　　　　　　　　考
合　　　　　　計

△

△

予 算 額

決　　　算　　　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

△

地方公営企業法第
決　算　額

△ 148,370,460

△ 348,557,883
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円 円 円 円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円

円 円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円

(注)　１．資本的収入額 2,220,631,393円が資本的支出額 11,171,455,775円に対し不足する額 8,950,824,382円は、　損益勘定留保資金で補てんした。

備　　  　考
継続費 地方公営企業法 継続費

合　　　計

繰越額 よる繰越額 繰越額

予 算 額

決　算　額

翌 年 度 繰 越 額

不　用　額
逓 次 合　　　計 第 条の規定に 逓 次

△

決　 算　 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

△

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

合　　　計

予 算 額

△

備　　　　　　　　　考

(2)　資本的収入及び支出

　収       入

円 円 円 円

　支       出

円 円 円 円 円

(注)　１．資本的収入額 2,220,631,393円が資本的支出額 11,171,455,775円に対し不足する額 8,950,824,382円は、　損益勘定留保資金で補てんした。

    　２．資本的収入額及び資本的支出額には、企業債の借替額9,792,000,000円を含まない。

第２款 大阪港埋立事業費

第１款 港湾施設提供事業費

企 業 債 諸 費第４項

企 業 債 償 還 金第３項

繰 替 金第２項

埋 立 事 業 費第１項

企 業 債 償 還 金第２項

建 設 改 良 費第１項

合　　　　　　　　計

地方公営企業法

当初予算額 補正予算額 流用増減額 小　　　計 第 条の規定に

よる繰越額

区                   分

予 算 額

企 業 債第１項

小　　　　　計 条の規定による繰越

額に係る財源充当額

地方公営企業法第26

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

合　　　　　　　　計

区                   分

予 算 額

第１款 港湾施設提供事業収入

第２項

第１項

固定資産売却代金第３項

雑 収 入第２項

企 業 債

固定資産売却代金

第２款 大阪港埋立事業収入
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円 円 円 円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円

円 円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円

(注)　１．資本的収入額 2,220,631,393円が資本的支出額 11,171,455,775円に対し不足する額 8,950,824,382円は、　損益勘定留保資金で補てんした。

備　　  　考
継続費 地方公営企業法 継続費

合　　　計

繰越額 よる繰越額 繰越額

予 算 額

決　算　額

翌 年 度 繰 越 額

不　用　額
逓 次 合　　　計 第 条の規定に 逓 次

△

決　 算　 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

△

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

合　　　計

予 算 額

△

備　　　　　　　　　考
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会計書類に関する注記

1. 重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

出資金及び基金の評価基準及び評価方法

  移動平均法による原価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

  先入先出法による原価法

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

減価償却の方法

  定額法

主な耐用年数

  機械及び装置

  構築物 10～60年

  建物 ６～50年

  工具、器具及び備品 ２～20年

５～50年

  車両運搬具 ４～５年

無形固定資産（リース資産を除く）

減価償却の方法

  定額法

主な耐用年数

引当金の計上方法

退職給付引当金

５年

  港湾業務情報システム

賞与引当金

  船舶 　　８年

５年

  地上権

  の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

完成土地及び未成土地

  個別法による低価法（貸借対照表の価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定。）

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上

  している。

職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度

リース料総額が３百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた

  会計処理によっている。

特 別 利 益

特 別 損 失

有 形 固 定 資 産 及 び
無形固定資産の増加額

港湾施設提供事業

セ グ メ ン ト 資 産

セ グ メ ン ト 負 債

そ の 他 の 項 目

△      

減 価 償 却 費

（単位：円）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 益

経 常 損 益

大阪港埋立事業 合計

報告セグメントごとの営業収益等

港営事業会計は、港湾施設提供事業及び大阪港埋立事業を運営しており、各事業で運営方針等を決

  定していることから、港湾施設提供事業及び大阪港埋立事業の２つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

リース料総額が３百万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に準じた

  会計処理によっている。

3. リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

事 業 区 分

港湾施設提供事業

大 阪 港 埋 立 事 業

荷役機械及び上屋倉庫の提供

咲洲、舞洲、鶴浜及び夢洲地区の港湾関連用地及び都市機能用地等の造成

当年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

2. セグメント情報の開示

報告セグメントの概要

その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債

  権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

なお、貸倒実績率については、期首の未収金残高に占める不納欠損額の割合の直近３年間の平

貸倒引当金

  均を用いている。

事 業 の 内 容
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リース料総額が３百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた

  会計処理によっている。

特 別 利 益

特 別 損 失

有 形 固 定 資 産 及 び
無形固定資産の増加額

港湾施設提供事業

セ グ メ ン ト 資 産

セ グ メ ン ト 負 債

そ の 他 の 項 目

△      

減 価 償 却 費

（単位：円）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 益

経 常 損 益

大阪港埋立事業 合計

報告セグメントごとの営業収益等

港営事業会計は、港湾施設提供事業及び大阪港埋立事業を運営しており、各事業で運営方針等を決

  定していることから、港湾施設提供事業及び大阪港埋立事業の２つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

リース料総額が３百万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に準じた

  会計処理によっている。

3. リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

事 業 区 分

港湾施設提供事業

大 阪 港 埋 立 事 業

荷役機械及び上屋倉庫の提供

咲洲、舞洲、鶴浜及び夢洲地区の港湾関連用地及び都市機能用地等の造成

当年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

2. セグメント情報の開示

報告セグメントの概要

その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債

  権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

なお、貸倒実績率については、期首の未収金残高に占める不納欠損額の割合の直近３年間の平

貸倒引当金

  均を用いている。

事 業 の 内 容
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円
円
円

短期リース債務
長期リース債務

計

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法

  第234条の３に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額である。

長期継続契約に係るリース債務

4. その他


